
（単位:％）

県税 県債

<75.4> <4.0>

98.5 89.5 104.4 38.6 17.8

<93.4> <3.7>

101.0 101.9 89.4 38.9 15.8

<95.2> <3.6>

99.4 100.2 104.8 39.2 16.6

<100.7> <3.7>

98.8 103.6 100.2 41.1 16.8

<116.8> <4.0>

106.0 119.1 82.9 46.2 13.2

<124.1> <4.8>

105.1 101.1 105.6 44.4 13.2

<93.3> <4.4>

101.7 113.1 65.6 49.4 8.5

<109.1> <4.8>

99.8 93.6 126.5 46.3 10.8

<114.6> <5.5>

98.9 100.3 95.7 47.0 10.5

<112.8> <6.2>

100.7 100.9 96.1 47.0 10.0

（100.6） <75.2> <4.5>

102.4 98.7 94.9 45.4 9.3

（100.5） <131.2> <5.6>

105.6 90.3 171.4 38.8 15.0

注1

2

3

第３　参考資料

当初予算（一般会計）年度別伸率の状況

年度 規模 県税 県債
構成比

2017

2010

2011

2012

2013

2014

2015

2016

2018

 「県債」の欄の<　>は、臨時財政対策債、調整債及び除却債除きの計数。

　2011年度は6月補正後の計数。

2020

2019

　2021年度の（　）は新型コロナウイルス感染症対策関連事業を除いた場合の計数。

2021
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歳入予算の一般財源・特定財源内訳(一般会計)

（単位:千円）

予算総額

2兆7,163億
700万円

繰入金
財政調整基金

取崩し除く

127,883,988

(4.7%)

一般財源

1,597,850,002

(58.8%)

特定財源
1,118,456,998

(41.2%)

県税

1,053,200,000

(38.8%)

地方消費税清算金

323,043,000

(11.9%)

県債

407,961,666

(15.0%)

国庫支出金

299,488,870

(11.1%)

諸収入

231,023,926

(8.5%)

その他 52,098,548 (1.9%)

使用料及び手数料 36,984,381 (1.3%)

分担金及び負担金 10,220,829 (0.4%)

財産収入 4,413,296 (0.2%)

寄附金 480,042 (0.0%)

その他 221,607,002 (8.1%)

地方譲与税 86,200,001 (3.1%)

地方交付税 80,000,000 (2.9%)

財政調整基金取崩し 47,700,000 (1.8%)

地方特例交付金　 6,107,000 (0.2%)

交通安全対策特別交付金 1,600,000 (0.1%)

繰越金 1 (0.0%)
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歳入予算の自主財源・依存財源別内訳（一般会計）

予算総額
2兆7,163億

700万円

（単位:千円）

自主財源

1,834,949,463

(67.6%)

依存財源

881,357,537

(32.4%)

県税

1,053,200,000

(38.8%)

地方消費税清算金

323,043,000

(11.9%)

県債

407,961,666

(15.0%)

その他 173,907,001 (6.3%)

地方譲与税 86,200,001 (3.1%)

地方交付税 80,000,000 (2.9%)

地方特例交付金 6,107,000 (0.2%)

交通安全対策特別交付金 1,600,000 (0.1%)

その他 227,682,537 (8.4%)

繰入金 175,583,988 (6.5%)

使用料及び手数料 36,984,381 (1.3%)

分担金及び負担金 10,220,829 (0.4%)

財産収入 4,413,296 (0.2%)

寄附金 480,042 (0.0%)

繰越金 1 (0.0%)

諸収入

231,023,926

(8.5%)

国庫支出金

299,488,870

(11.1%)
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扶助費

302,070,640 

(11.1%)

公債費

385,375,932 

(14.2%)

貸付金

184,560,431 

(6.8%)

その他

762,945,490 

(28.1%)

性質別歳出の状況（一般会計）

（単位:千円）

予算総額
2兆7,163億

700万円
義務的経費

1,303,316,983

(48.0%)

その他経費

1,119,831,366

(41.2%)

投資的経費

293,158,651

(10.8%)

公共事業

165,484,764

(6.1%)

単独事業

126,561,879

(4.7%)

災害復旧事業

1,112,008

(0.0%)

単独補助金

99,298,463

(3.6%)

繰出金

73,026,982

(2.7%)

人件費

615,870,411

(22.7%)
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福祉医療費

555,967,017

（20.5%）

教育・スポーツ費

503,943,706

(18.6%)

公債費

385,375,932

(14.2%)

経済労働費

230,001,729

(8.5%)

建設費

194,071,263

(7.2%)

警察費

177,288,931

(6.5%)

総務企画費

109,927,965

(4.0%)

農林水産費

75,002,002

(2.8%)

諸支出金

465,246,161

(17.1%)

目的別歳出の状況（一般会計）

（単位:千円）（単位:千円）

予算総額
2兆7,163億

700万円

その他 19,482,294 (0.6%)

議会費 3,305,967 (0.1%)

県民環境費 14,764,319 (0.5%)

災害復旧費 1,112,008 (0.0%)

予備費 300,000 (0.0%)
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福祉医療費

20.5%

教育・スポーツ費

18.6%

公債費

14.2%

経済労働費

8.5%

建設費

7.2%

警察費

6.5%

総務企画費

4.0%

農林水産費

2.8%

諸支出金

17.1%

目的別歳出の状況（一般会計）

県民一人当たりの歳出額

2020年1月1日住民基本台帳人口　 7,575,530 人

(73,390円)

(66,523円)

(50,871円)
(30,361円)

(25,618円)

(23,403円)

(14,511円)

(9,900円)

(358,563円)

(61,414円)

予算総額
2兆7,163億

700万円

その他 0.6% (2,572円)

議会費 0.1% (436円)

県民環境費 0.5% (1,949円)

災害復旧費 0.0% (147円)

予備費 0.0% (40円)
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歳
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規
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、
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０
年
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に
新
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コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
に
係
る
累
次
の
補
正
予
算
を
編
成
し
大
き
く
増
加
。
２
０
２
１

年
度
は
当
初
予
算
と
し
て
は
過
去
最
大
。

○
県
税
収
入
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
り
、
２
０
２
０
年
度
は
当
初
予
算
額
を
下
回
り
、
影
響
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本
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的
に
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る
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１
年
度
に
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、
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目
で
減
収
が
見
込
ま
れ
、
前
年
度
に
比
べ
大
き
く
減
少
。
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で
、
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務
的
経
費
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引
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続
き
増
加
し
、
極
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厳
し
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財
政
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況
。
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換
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　　　（臨時財政対策債発行可能額振替前の基準財政需要額と基準財政収入額の差額）及び財政力を考慮して算出する財源

　　　不足額基礎方式により算定されるものであり、財政力が高い団体ほど臨時財政対策債の配分割合が大きくなる仕組みとさ

　　　れている。

＊　調整債 … 法人事業税及び法人県民税法人税割の国税化に伴う減収額を補 するために認められた特例地方債。

＊　除却債（公共施設等の除却に係る地方債） … 公共施設等総合管理計画に基づいて行われる公共施設等の除却につい

　　　て認められた特例地方債。

＜通常の県債＞

＊　行政改革推進債…公共施設の整備事業等について、行政改革の取組により、将来の財政負担の軽減が見込まれる額の

　　　範囲内で発行できる地方債。通常の地方債の充当残部分に対して充当することができる。

県債発行の状況（当初予算ベース）

＜特例的な県債＞

＊　臨時財政対策債 … 2001年度の地方財政対策において設けられた特例地方債。地方交付税の振替措置であり、後年度

　　　にその元利償還額の100％が交付税算定上の基準財政需要額に算入される。発行可能額は、各地方団体の財源不足額
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３，７４６ ３，７５４

（注）各年度は当初予算額。その他の特例的な県債は、調整債、除却債の計としている。

臨時財政対策債
その他の特例的な県債

通常の県債（億円）

２，１５６

２，７２６

３，１１４

２，６１０

３，２８７

２，５０９
２，３８０

４，０８０

○ ２０２１年度は、当初予算としては過去最大となる。県税等の大幅な減収に伴い、地方
交付税の振替措置である臨時財政対策債の発行額が増加する見込み。

○ ２０２１年度の収支不足対策として、当初予算段階から行政改革推進債を活用した結
果、通常の県債についても発行額が増加する見込み。
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 　 　特例制度が設けられたことに伴い、地方公共団体に生じる一時的な減収に対応するために認められた特例

 　 　地方債。

　　　公債費の状況（当初予算ベース）

＊　猶予特例債 … 2020年度の新型コロナウイルス感染症の影響に伴う税制改正により、地方税の徴収猶予の
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３，７７８

○ ２０２１年度は、近年の低金利を反映し県債利子が減るものの、２０２０年
度に発行する猶予特例債の償還により、公債費は増加する見込み。

○ 当面の財政運営のために県債を積極的に活用しつつ、公債費の今後の動
向に十分留意していく。

３，５５９
３，６９２ ３，７０１ ３，７４４ ３，７５７ ３，７６４

市場公募債等満期一括償還ルール積立

公債諸費

利子（一時借入金を含む）

元金

（注）各年度は当初予算額。

３，７５０ ３，７２１
３，８５４
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引上げ分の地方消費税収（92,701百万円）
（社会保障財源化分の市町村交付金を除く。）

扶助費などの社会保障施策に要する経費

 （主な充当事業） （単位：百万円）

特定財源 一般財源

21,465 21,465

2,359 2,359

726 726

6,168 6,168

7,317 3,662 3,655

73,580 73,580

4,733 4,733

1,636 1,636

1,310 875 435

17,812 17,812

35,838 96 35,742

929 464 465

5,606 2,756 2,850

3,832 3,092 740

196 196

4,742 4,742

1,806 903 903

190,055 11,848 178,207

地域支援事業交付金

（令和３年度当初予算ベース）

○　引上げ分の地方消費税収は、扶助費などの社会保障施策に要する
　経費に充てられている。

事業名 当初予算額

施設型教育・保育給付費

地域型保育給付費負担金

子育て支援施設等利用給付費負担金

地域子ども・子育て支援事業費補助金

児童福祉措置費支弁金

介護給付費負担金

合    計

私立幼稚園授業料等軽減補助金

私立専修学校専門課程授業料等軽減補助金

低所得者保険料軽減負担金

地域医療介護総合確保基金介護事業積立金

国民健康保険基盤安定制度負担金

国民健康保険事業特別会計繰出金

小児慢性特定疾病医療給付費

指定難病等医療給付費

地域医療介護総合確保基金医療事業積立金

公立大学法人授業料等減免事業費補助金
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